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1　問題の設定
　国際通貨危機と石油ショックを一方で契機とし，かなり長期的な景気循環の
下降過程と他方で重なり，わが国経済は1970年初めから低成長時代へ入った
が，そのなかで金融機関の行動様式は，どのように変わったであろうか。本稿
の目的の第一は，わが国金融機関の行動様式の変化を，業務「同質化」の視点
から観察することである。第二は，「同質化」概念そのものの理解を深めるこ
とである。ただし，本稿は上記二つの目的を達成したものではなく，同質化に
関する問題提起と称すべきものであるから，標題へ「試論」を付した。
　第一の目的を説明しよう。1970年代へ入ってからの金融機関行動を，「同質
化」タームだけで理解しようとするのは，やや偏ったものの見方であろう。な
ぜなら，「専門化」や「製品差別化」といったタームから，金融機関行動の変
化を説明しうる余地が考えられるためである。しかし，金融機関の業務同質化
の傾向が，近年におけるわが国金融機関の経営行動のなかで，最も共通して見
られる現象であることは，恐らく多くの人々が否定しないと思われる。また金
融機関産業の関係者の多くが，同質化現象の存在へ言及しているω。ところが，
同質化を視点とする金融機関行動の分析は，あまり目につかないように思われ
る。そこで本稿の目的の第一は，経済高度成長から経済低成長へかけての転換
期における，金融機関の行動様式の変化を，同質化の進行という枠組から実証
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的に分析することである。ただし，金融機関行動が変化した事実を示すだけで
あって，変化を引起こした要因の分析は行なわれない。
　つぎに，第二の目的について述べよう。このところ10数年にわたって，金融
関係者の間で広く使われてきた「同質化」という用語は，実のところ概念が明
確に与えられてこなかったように考えられる。また他産業では，「多様化」と
か「多角化」という用語で説明される企業行動が，金融機関産業の場合は「同
質化」によって説明される例が多いのは，どういう理由によるのであろうか。
金融機関産業以外の分野では，「同質化」概念がほとんど使われていないよう
に思われる②。そこで本稿の目的の第二は，まず同質化の概念を規定し，つい
で同質化がなぜ生じるのか，そのメカニズムを明らかにすることである。
　以上の二点が，本稿における問題意識である。第ll節でまず同質化概念を規
定し，第皿節で金融機関の業務同質化が進行している事実を明らかにする。第
N節では，なぜ同質化現象が生じるかを検討して結論とし，残された問題へ第
V節で触れる。作業を進めるに当たって，金融機関の経営環境を扱う場合，そ
れらは単に事実として引用されるだけで，説明ないし分析は加えられない。
（1）r週刊金融財政事情』，r金融ジャーナル』，　r週刊エコノミスト』，　r週刊東洋経済』など，金融・
　経済ジャーナリズムのここ10数年間における各号を見れば，「同質化」という用語はきわめて高
　い頻度で使用されていることが，容易に理解できるであろう。
②　「同質化」概念が一般産業部門で，企業行動を説明するため用いられているかどうか，産業組
　織論研究者や企業理論研究者など合計6名の専門家へ，本稿執筆に際して筆者が直接質問してみ
　たところ，全員がその可能性を否定した。
n　同質化の規定
　金融機関の業務ないし行動が，個別間または種別間で相互類似性を増してゆ
く現象を，「同質化（homogenization）」と呼んで表わすようになってから，恐ら
く15年以上が経過したであろう。しかし，同質化が定義づけられたり，厳密に
概念化されたりしたことは，これまでほとんど無かったように思われる。一般
にどんな現象が同質化と考えられているのか，例示としてある座談会の記録を
参照しよう。業界人，官庁エコノミスト，研究者によって構成されたこの座訣
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会でω，同質化という用語は7回使われたが，そのなかで定義は与えられてい
ない。7回の発言から共通部分を引出すと，同質化は異なる金融機関がそれぞ
れ，同種の貸出や機能サービスを提供する意味で用いられた。これを要するに
同質化とは，金融機関が種別と規模の別なく，同種の業務へ従事する過程およ
び結果を指すものと思われる。
　同質化現象の事例は，近年の金融機関行動のなかから容易に見出しうる。そ
れらは，普通銀行，信託銀行，および長期信用銀行が中小企業金融へ進出して
いること，普通銀行が長期ないし設備資金貸出を増加させ長期信用銀行が短期
ないし運転資金貸出を増加させていること，長期信用銀行，信託銀行，および
地方銀行が国際金融業務を拡充し，相互銀行と信用金庫も外国為替業務へ従事
していること，ほとんどの金融機関がエレクトロニック・バンキング・サービ
スを提供していること，またクレジット・カード業務へ進出しているか進出を
計画中であること，金融機関種別グループ毎のキvッシュ・ディスペンサー共
同利用が行なわれていることなど，枚挙のいとまない程である。
　規制産業である金融機関産業は，銀行，相互銀行，信用金庫などその内部に
おける種別へ従って，法律，行政指導，そして業界慣行により，主として従事
すべき業務範囲が，ある程度まで判然と分かれていた。しかし近年になって，
金融機関種別間のいわゆる垣根が低くなり，業務が類似性を加えていったた
め，この現象を同質化と呼ぶようになったことは周知の通りである。同質化現
象の進行を認識するため，金融機関業務をタイプ別に分けて，検討してみよう。
ただし，当面は「同質化」概念を，定義しないままで使用する。
　同質化の程度を計る基準になりうるものとして，業務のタイプや業態を示す
指標を例示してみると，短期資金貸出，長期資金貸出，運転資金貸出，設備資
金黛出，中小企業貸出，消i費者信用供与，住宅信用供与，一先当たり貸出残高，
法人預金，個人預金，公金預金，預金一口座当たり残高，外国為替，海外部門
収益，周辺業務進出状況など，実に多数の種類が考えられる。種別毎の金融機
関は，それぞれが主として従事する業務に特色を有するから，上記の諸基準を
なんらかの形で指標化し，それらの変化から同質化現象が示されれぽ都合よ
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い。このように金融機関業務のタイプ分けを考える目的は，まず同質化現象を
観察する手がかりを求めるためであるが，むしろ重要なことは，同質化を規定
するために産業分類を利用する必要があり，産業分類の基礎として業務のタイ
プ分けという発想が有益と思われるからである。
　同質化を規定するのに先立ち，金融機関の産業としての位置づけを行ない，
その業務を産業分類の考え方に倣って区別する②。ここで産業の概念は，「共通
の買手に対して，密接に代替的な財・サービスを供給する企業のグループ」と
いう，一般に広く承認された定義へ従う③。まず金融機関，証券会社，保険会
社などをまとめて，「金融産業」のカテゴリーを考える。これは金融業務に係
わる企業グループを，最も広い範囲から捉えたもので，産業分類上の「大分類」
に当たる概念である。
　つぎに金融産業に属す企業を，それらの主要業務および対応する業界法によ
って，「金融機関産業」，「証券産業」，および「保険産業」として，「中分類」
へ区分する。さらに中分類毎にその下へ「小分類」を考え，主要業務ならびに
業界法の専門化へ従って，金融機関産業の場合であれば，「普通銀行産業」，「長
期信用銀行産業」，「相互銀行産業」，「信用金庫産業」などを概念する。小分類
についてサブ・セクターを考え，例えば普通銀行産業を「都市銀行産業」と
「地方銀行産業」へ分割することも可能であろう。
　小分類の下位概念を設定する場合，それらを産業分類ではなく製品グループ
と呼ぶことも考えられるが，前出した産業の概念を引続き援用しようω。受信
業務，与信業務，機能サービス提供業務などの製品を，密接に代替的な金融サ
ービス種類毎に区別する。その結果，受信業務へ従事する金融機関は，「当座
預金産業」，「普通預金産業」，「定期預金産業」などへ係わっていることになり，
これらを「細分類」と名付けよう。同様に与信業務は，「企業貸出産業」，「消
費者貸出産業」などへ区分しうるし，「為替産業」や「貸金庫産業」などを概
念することが考えられる。細分類の下へより小さいカテゴリーを置いて「微分
類」とし，受与信などの期間，用途，需要側の種類によって，「譲渡性定期預
金産業」，「企業長期資金貸出産業」，「住宅ローン産業」，「外国為替産業」とい
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第1図　金融産業における産業分類の例示
大分類
金融産業
中分類 小分類
　　　　　　普通銀行産業
　　　　　　長期信用銀行産業
　　　　　　相互銀行産業
金融機関産業　信用金庫産業
　　　　証券産業
　　　　保険産業
ったグルーピングを設けることができよう。証券産業や保険産業についても，
金融機関産業におけると同様に，それらの下へ小分類と細分類および微分類を
与えることが可能となろう。このような筋道で考えた金融産業における産業分
類が，第1図として示されている。
　さきに同質化現象を計る基準として，金融機関業務のタイプ分けを試みた
が，それら諸タイプの多くは上でいう細分類または微分類の製品ないし製品比
率を意味する。したがって，金融機関産業内の普通銀行産業，相互銀行産業，
信用金庫産業などは，それぞれの内部で幾種類もの細分類産業分野と微分類産
業分野を抱えている。別言すると，各レベルの産業分類は，それより下位レベ
ルで分類された産業に関して，多くの重複がある。例えぽ小分類レベルで，普
通銀行産業と信用金庫産業は異なる産業として区分されるが，両産業について
細分類レベルで捉えると，それぞれ当座預金産業，定期預金産業……を含み，
また微分類レベルで観察すれば，両者はそれぞれ企業長期資金貸出産業，住宅
　細分類　　　　　　　微分類
当座預金産業
普通預金産業定期預錘業｛難麗顯鑑護業
灘麟1灘難1
証券投資産業・……・…………・………
債務保証産業…………・…・…・………
為替産業｛姫鰭離
貸金庫産業　・・……・……・…・…・……
周辺業務産業　……………・…・……・…
　　　　（製品グループ）
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ローソ産業……に関係している。兼営銀行主義の色彩が強いわが国金融機関は，
その種別に応じた特色を業務面で見せながらも，細分類産業分野と微分類産業
分野で，もともと互に重複した活動を行なってきた。この重複の程度がますま
す高まっているのが現状で，この現象を指して同質化というのであろう。
　一般に企業は，「経営の多角化」とか「業務の多様化」とか呼ばれる経営戦
略を，しぼしぼ展開するのが普通である。この戦略は，企業が新しい細分類産
業分野または微分類産業分野への進出を通じて，利益率の確保を主としリスク
分散を従とする企業成長経路を採用することに外ならない。したがって，私企
業である金融機関が，同様に行動するのは当然であろう。
　いま現行規制の範囲内で，あるいは規制の緩和ないし撤廃によって，ある金
融機関がその金融機関にとっての新しい産業分野へ参入するとしよう。この新
産業分野とは，金融機関産業内部に属する細分類ないし微分類分野の一つまた
はそれ以上であって，金融機関はそれらへ進出して業務の多様化を図るものと
しよう。その際，ある金融機関にとっての多様化は，差別的多様化，部分模倣
的多様化，および完全模倣的多様化という三つのケースを，区別することが望
ましい。しかし，その問題は第N節で取扱うこととして，ここでは単に当該金
融機関にとっての新分野への参入という形の多様化を考えておく。もし多数の
金融機関が同じような多様化を図ると，各金融機関の供給する金融サービス製
品（＝業務）の種類，内容，生産比率は，相互に類似してゆく経過をたどるか
ら，これを「同質化」と呼ぶことにしよう。これまで同質化という用語を使う
場合，以上の現象を定性的ないし常識的に捉えていたように思われる。さらに，
この現象の極端なケースを想定して，各金融機関の資産・負債構造が定量的に
近似する可能性を考え，その状態を「完全同質化」と呼ぶことも可能であろ
う㈲。
　産業の概念をさきに，密接に代替的な財・サービスを供給する企業のグルー
プと定義したから，同一産業内で製品は分化（＝差別化）されていないか，あ
るいは分化されていても程度は小さく，製品の同質性が含意されている。そこ
で，同質化は同一産業内部で適用される概念ではなく，産業間（inter・industry）
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に係わる概念である。金融機関産業へ則していえば，その細分類ないし微分類
のレベルにおける産業間についての概念であり，もし規制が許すのであれぽ，
金融機関産業以外の産業における細分類または微分類レベルへ及ぶ産業間の概
念である。さらに，この概念はこれまでほとんどの場合，個別の金融機関相互
に関連して用いられず，金融機関の種別間の問題に関連して用いられてきた。
（1）座談会「日本経済の構造変化と今後の金融界」，『金融ジャーナル』，第21巻，第12号，1980年
　10月，pp．23－40．
　　この座談会の出席者は，川口　弘（中央大学教授），呉　文二（立正大学教授），中林哲太郎
　（全国銀行協会連合会事務局長），長谷川正名（証券団体協議会常任委員長），吉富　勝（経済企
　画庁総括主任研究官），原　司郎（横浜市立大学教授）である。
く2）日本標準産業分類の考え方を参考とするが，必ずしもそれへ厳密に従う訳ではない。
〈3）今井賢一ほか，「価格理論皿」，r現代経済学』，1972年，　pp，87－8．
〈4）産業組織論の考え方に従えぽ，産業分類は「標準産業分類」を常に基準とする必要はなく，分
　析目的に応じて分類基準をたてればよいとされている（今井賢一ほか，前掲書，p．89）。
（5）今後は金融機関が供給する金融サービスのなかで，EFTなどいわゆる機能サービスの比重が
　高まると予想される。その場合，金融機関の資産・負債構造だけでなくその行動を基準として，
　同質化を見てゆく必要が高まるであろう。
皿　同質化の現状
　現存する普通銀行以外の各種金融機関のほとんどは，戦前なんらかの形です
でに存在していたが，戦後体制のなかでそれぞれ対応する法律が制定され，新
しい装いの下で再出発した。法律成立の順序は，農業協同組合（昭和22年），信
託銀行（同23年），信用組合（同24年），相互銀行（同26年），信用金庫（同26年），
長期信用銀行（同27年），労働金庫（同28年），外国為替専門銀行（同29年）とな
っており，現行の金融制度の骨格は昭和20年代に出来上がった。種別毎の金融
機関が取扱う業務内容は，規模間格差を別として，必ずしもそれらの名称が示
すほど懸離れたものでなかった。しかし，種別機関毎の分業ないし専門化が立
法趣旨であり，また大蔵省の金融行政が目指すところであったことは，周知の
通りである。
　法律と行政が意図した金融機関種別による業務内容の専門性が，仮にだんだ
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ん薄れるとすれぽ，その傾向は同質化現象と呼んでよいであろう。金融機関が
種別毎に専門化するという建前は，すでに高度経済成長期の頃から一部で崩れ
始めていた。例えぽ，都市銀行がいわゆる「ころがし」で長期金融業務へ進出
したり，相互銀行が大企業貸出を指向する動きを見せたり，あるいは農業協同
組合が非農業部門貸出への傾斜を深めたりして，早くも近年における同質化傾
向の先駆を示したのである。
　1970年代に入ってから後，経済成長率の鈍化，世界的な経済の停滞，企業部
門の資金需要低下，国債大量発行によるマネー・フP－一の変化，国際化の進展，
競争激化に基づく利鞘の縮小，金融資産の蓄積と多様化およびインフレーショ
ソに由来する金利選好の高まり，競争原理を支持する一般の空気と金融行政当
局の姿勢など，金融機関の経営環境は厳しい状況となった。こうした背景の下
で各金融機関は，経営の多角化ないし業務の多様化を進め，種別間における業
務の類似性を強めて，同質化を招いている。
　こうした状況を観察するため，以下で数例の指標を検討する。細分類または
微分類レベルで，関係するすべての金融機関の行動をまとめたデータは，知る
かぎり見当たらない。例えば，企業貸出産業についてみると，短期資金貸出に
せよ長期資金貸出にせよ，普通銀行，信託銀行，長期信用銀行，相互銀行，信
用金庫，信用組合，政府系金融機関など，この産業分野へ係わっているすべて
の金融機関の貸出残高を集めた統計はない。そこで，きわめて限定された範囲
の資料であるが，全国銀行勘定の計数のみを用いて分析を進める。高度経済成
長期と低成長期が比較できるよう，1963年から1981年までの期間を取上げる。
　期限別貸出残高の構成比の変化を第1表によって概観するが，ここでは期限
1年未満の貸出を短期貸出と考え，期限1年超の貸出を長期貸出とみなす。貸
出残高合計に占める短期貸出残高の割合を短期貸出構成比とし，同じく長期貸
出残高の割合を長期貸出構成比とする。都市銀行，地方銀行，および信託銀行
は，最近18年間にそれぞれの短期貸出構成比を低め，長期貸出構成比を高めた
ことが認められる。短期貸出構成比はこの間に，都市銀行25．6％ポイント，地
方銀行29．9％ポイント，信託銀行24．3％ポイントと，それぞれ低下した。同時
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第1表全国銀行勘定・期間別貸出残高構成比の変化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）
暦　　年
（9月末）
????????????????????
短期貸出残高／貸出残高合計
都市酬地方銀行信託鮒騰 ?????????????? ? ?
1
1
1
1
長期貸出残高／貸出残高合計
都市則地方銀行信託銀行庸欝 ??????? ??????
　注：短期貸出は期限1年以内の貸出を指し，長期貸出は期限1年超の貸出を指す。ほかに「期間の
　定めのない貸出」が僅かあるため，短期貸出残高の構成比と長期貸出残高の構成比の合計が，
　100％へ達しない場合がある。
　出所：日本銀行統計局r経済統計年報』各号から作成。
にこれと見合う形で，各銀行種別グループ毎の長期貸出構成比が上昇した。長
期信用銀行は同じ期間に，長期貸出構成比を逆に10．4％ポイント落とし，その
分だけ短期貸出構成比を高めた。
　都市銀行と地方銀行はともに普通銀行として，商業金融ないし短期金融を貸
出面における中心業務とするよう期待されてきた筈である。ところが第1表の
示すところは，都市銀行産業と地方銀行産業が，それらより下位の産業分類レ
ベルである短期資金貸出産業の分野で，それらの専門性を低下させたことであ
る。だから彼らは長期資金貸出産業の分野で，長期信用銀行産業と業務上の共
72　明大商学論叢　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （650）
通性を高めたのである。他方，長期信用銀行産業は短期貸出構成比を上昇させ
たのであるから，本来の専門性を緩め共通性を強めた点で，都市銀行産業およ
び地行銀行産業と同方向をたどったのである。なお，第1表で信託銀行に関す
る計数は，彼らの銀行勘定を対照としているから，他の銀行種別グループの行
動と同一には論じられない点があるω。
　第1表があらわす意味内容をこのように理解すると，最近10数年間に都市銀
行，地方銀行，信託銀行，および長期信用銀行は，貸出期限について同質化を
進めてきたといってよい。各銀行種別グル・一一一プとも程度の差こそあれ，いずれ
も専門性を薄め共通性を濃くする方向へ動いてきたといえよう。貸出合計額に
占める運転資金貸出額または設備資金貸出額の割合について，以上と同様の計
数を算出し観察してみた。その結果，都市銀行，地方銀行，および信託銀行が，
運転資金貸出の構成比を低め，逆に長期信用銀行がそれを高めるという形で，
各銀行種別グループ間で同質化傾向を深めている大勢は，期限別貸出残高構成
比について既にわれわれが確めたことと変わりなかった。
　近年，大企業からの貸出需要が低下してきているため，中小企業金融機関以
外の金融機関が，中小企業金融の分野へ進出していることは良く知られてい
る。貸出合計額に占める中小企業貸出額の割合を，銀行種別グループ毎に算出
して時系列で調べてみたが，良質の資料は得られなかった。貨幣価値下落など
の理由から，資本金の大きさで決められる中小企業の範囲がこれまで何回か改
定されたため，連続性のある中小企業貸出残高構成比の時系列は入手できな
い（2）。この困難を回避するため，・・一フィンダール指数（Herfindahl　index）の考
え方を用いて第2表を作成した。ある時点における銀行種別グループ毎の中小
企業貸出残高の合計を1とし，各グループのシェアを算出して平方和をとれ
ぽ，中小企業貸出に関するハーフィンダール指数が得られるc3）。指数が時間の
経過とともに低下すれぽ，特定の銀行種別グループが中小企業貸出に占めるウ
ェイトを低下させたことになるから，この産業分野における同質化の進行を意
味するであろう。
　第2表を見ると中小企業貸出に関して，都市銀行と信託銀行および長期信用
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第2表　全国銀行勘定・中小企業貸出残高の変化
　　　　　　　　　　　　　　　（単位は1億円，括弧．内はシェア）
酢末1都綴行 地方銀行 信託銀行1長期信腰行1合計1・・1・??????????????????16，929（0，434）
18，149（0，428）
25，447（O．440）
30，949（0．437）
35，617（0．426）
41，143（0．427）
48，831（0．435）
55，536（0．428）
69，663（0．447）
100，978（0．474）
142，622（O．488）
151，745（0．478）
162，941（0．472）
180，730（0．469）
243，777（0．476）
285，653（0．481）
308，473（O．480）
20，789（0．533）
2，558（0．532）
29，273（0．506）
5，632（0．503）
42，503（0．508）
48，638（0．505）
5 ，556（0．494）
64，871（0．500）
75，221（O．483）
98，499（0．463）
129，694（0．443）
143，446（0．452）
158，795（0．460）
180，709（0．468）
220，852（0．432）
252，755（0．425）
274，359（0．427）
　 64（0．009）
　519（0．012）
　754（0．013）
　894（0．013）
1，048（0．013）
1，208（0．013）
1，428（0．013）
1，829（0．014）
2，444（0．016）
3，114（0．01、5）
，500（0．015）
，153（0．016）
5，453（0．016）
，284（0．016）
10，191（0，020）
12，879（0．022）
13，006（0．020）
　908（0．023）
1．204（0，028）
2，406（O．042）
，355（O．047）
4．526（O．054）
5，313（0．055）
6，550（0．058）
7，588（0．058）
8，494（0．055）
10，259（0．048）
，710（0．054）
16，838（0．053）
18，286（0．053）
8，009（0．047）
36，799（0。072）
4 ，851（0．072）
47，193（0．073）
38，990
42，430
57，882
70，831
83，695
96，302
112，365
129，824
155，823
212，852
292，526
317，182
345，476
385，733
511，　620
594，138
643，031
???????????????????
注：1980年以降この統計は経済統計年報から除外された。H・Lはハーフィンダール指数。
出所：日本銀行統計局r経済統計年報』各号から作成。
銀行がシェアを高め，地方銀行はシェアを低めたことが読みとれる。その結果，
ハーフィンダール指数が時とともに小さくなっているから，中小企業貸出の分
野で同質化が進んでいると理解してよいであろう。しかし，相互銀行，信用金
庫，信用組合，政府系金融機関などの計数を含めなけれぽ，中小企業貸出に関
する同質化現象を十分に把握できないことも，第2表は示唆しているように思
われる。
　金融機関業務の国際化が進展していることは，最近周知の事実であるが，こ
れと同質化問題はどう係わっているであろうか。この点を検討するため，銀行
種別グループ毎に総資産へ占める外国為替勘定の比率を算出して時系列で調べ
てみたが，’良質の資料は得られなかった。外国為替勘定の計数は外国為替レー
トの影響を強く受け，しかも観察期間中に固定相場制時代と変動相場制時代の
双方を含むため，連続性あるデータは入手できない。そこで，中小企業貸出の
動向を観察したとき用いたように，ハーフィンダール指数の考え方を使って第
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　　　　　　第3表全国銀行勘定・外国為替（借方）残高の変化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位は1億円，括弧内はシェァ）
酢末1都梅行 地方銀行 信託銀行1長嬬撒行1合計1・・L????????????????????7，909（0．958）
9，146（0．965）
10，190（0，969）
11，031（0．961）
12，386（0．955）
15，968（0，953）
20，000（0．961）
25，828（0．952）
21，669（0．938）
23，351（0．920）
30，996（0．894）
48，582（0．853）
46，016（0，829）
48，158（0．823）
45，935（0．821）
42，454（0．805）
50，563（0．808）
59，448（0．785）
49，394（0．783）
　60（0．007）
　90（O．009）
　81（0．008）
　124（O．011）
　170（0，013）
　231（0．014）
　91（0．004）
　183（0．007）
　173（0．007）
　347（0．014）
　860（O．025）
1，403（0．025）
1，801（0．032）
2，388（0．041）
2，338（0．042）
2，685（0．051）
2，916（0．047）
3，544（0．047）
3，227（0．051）
67（O．008）
74（O．008）
81（0．008）
119（0．010）
163（0．013）
190（O．Oll）
206（0，010）
337（0．012）
558（0．024）
753（0．030）
1，457（0．042）
3，710（0．065）
4，301（0．078）
4，483（0．077）
4，197（0．075）
4，285（0．081）
5，039（0．080）
6，743（0．089）
5，826（0．092）
214（0．026）
164（O．017）
164（e．016）
203（e．Ol8）
252（0．019）
357（O．021）
517（0．025）
790（O．029）
699（0．030）
930（0．037）
1，361（0．039）
3，232（0．057）
3，°362（0．061）
3，462（0．059）
3，465（0．062）
3，304（0．063）
4，081（0．065）
5，974（0．079）
4，626（0．073）
8，252
9，475
10，518
11，477
12，972
16，747
20，815
27，140
23，099
25，383
34，676
56，928
55，481
58，491
55，937
52，729
62，601
75，711
63，073
?????????????????????
　注：H．Lはハーフィンダール指数。
　出所：日本銀行統計局r経済統計年報』各号から作成。
3表を作成した。
　第3表の示す第一の点は，外国為替勘定残高のシェアに関して，都市銀行が
それを低下させたのに対し，地方銀行，信託銀行，および長期信用銀行がそれ
を上昇させたことである。第二にその結果，ハーフィソダール指数が時間の経
過とともに小さくなり，都市銀行のシェアがかなり高いとはいえ，銀行業務の
国際化が都市銀行からそれ以外の銀行種別グループへ及んでいることが窺われ
る。かくして国際金融の分野に関しても，業務同質化の現象が見られると理解
してよいであろうω。
　以上われわれは，全国銀行勘定から得られる計数に関してのみであるが，貸
出期限，中小企業貸出，業務国際化の側面について観察してきた。既に見た通
り三つの指標とも，銀行種別グループ間で同質化が進んでいることを示した。
再び例示すれぽ，都市銀行は短期資金の供給を引続き主たる業務としながら，
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長期貸出構成比を高めてきたのであり，長期信用銀行は長期資金の供給を引続
き主たる業務としながら，短期貸出構成比を高めてきたのであって，両者の問
で取扱業務のいわぽ「相互乗入れ」が徐々に行なわれてきたといえよう。また
外国為替勘定について例示すると，外国為替業務で先行していた都市銀行を追
いかける形で，地方銀行，信託銀行，および長期信用銀行が，外国為替の持高
を増やしていったのである。従ってここで「同質化」は，もとより「完全同質
化」を意味するものではなく，種別毎の銀行グループが提供する金融サービス
の種類や内容や取扱比率が，互に類似してゆく傾向を指している。同質化をこ
のように解すれば，以上の実証によって，都市銀行，地方銀行，信託銀行，お
よび長期信用銀行の間で，ここ10数年にわたり，同質化が進行していると判断
して差支えないであろう。
　本稿におけるわれわれの目的の一つは，経済転換期に金融機関の行動様式が
どのように変化するか，それを観察することであった。まず貸出期限を取上げ，
転換期の問題を吟味しよう。1963年から1981年までについて，全国銀行勘定の
期限別貸出残高の資料を整理したものが，第2図として示されている。同図は，
都市銀行，地方銀行，および信託銀行について長期貸出構成比の変化を，長期
信用銀行について短期貸出構成比の変化を，それぞれ描いたものである（半期
データ）。
　第2図から経済転換期の節目を直接見分けることは難しいから，計量分析の
手法を利用してみよう。銀行種別グループ毎に観察期間を二分し，前半期と後
半期のそれぞれについて，長期貸出構成比（半期データ）または短期貸出構成比
（半期データ）を被説明変数とし，時間を説明変数とする単純回帰式を推定し，
両期間の動きを比較してみた。その結果，都市銀行と地方銀行は1973年から
1974年へかけて，信託銀行は1972年から1973年へかけて，そして長期信用銀行
は1971年に，いずれも貸出期限から捉えた経済の転換点が確認されたものの，
推定式のダービン・ワトソン比が良好でない（5）。そこで，それら推定式をカク
レイン・オーカット（Cochrane　and　Orcutt）の方法により変換したが（6｝，信頼し
うる結果が得られなかった⑦。恐らく，時間のみを説明変数とする単純回帰モ
76　明大商学論叢
　　　　　第2図期限別貸出構成の変化（1963～1981年）
①都市銀行（長期貸出構成比）
②地方銀行（
③信託銀行（　　　　　　　　　　　　　①
④長期信用銀行（短期貸出構成比）
（654）
　　　　1965年　　　　　　　1970年　　　　　　　1975年　　　　　　　1980年
　注：半期データによって作図されている。
　出所：日本銀行統計局r経済統計年報』各号から作成。
デルが，あまりにも経済解剖学的なアプローチであ6たためであろう。
　以上の計測結果と第2図の観察は，かなり控え目の結論しか導かない。しか
し，普通銀行の長期貸出構成比は，第1次石油ショックの頃まで平均して年率
1～2％程度の伸びを示し，その後は伸びが鈍化したと見ることが許されるであ
ろう。また，長期信用銀行の短期貸出構成比が，国際通貨危機のあと平均して
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年率1％超ほどの伸びを示していると見ることも許されるであろう。低成長期
に入ってから，金融機関に対する資金貸出需要が減少し，ことに長期資金の貸
出需要が低下したことは良く知られている。このため普通銀行の長期貸出構成
比の伸びが緩くなったのであって，金融機関の同質化の進行は低成長期になっ
て一段と加速されたという常識と，普通銀行に関する上のファィンディングズ
は矛盾するものでない。なお，信託銀行についての結論は，さきに述べた理由
から差控えることにした。
　中小企業貸出について転換期を見出すことは，既に述ぺた理由で著しく困難
であるから，止むを得ず断念しよう。外国為替残高に関する転換期を見分ける
には，やはり既述のような困難を伴うが，第3表から若干の結論を引出しうる。
為替レート変動に由来する難点を考慮に入れても，1974年以降における地方銀
行，信託銀行，および長期信用銀行は，外国為替残高とその伸び率の変化につ
いて，それ以前の動向とは一線を画すほど大きいと見て差支えない。また，都
市銀行は外国為替残高とその伸び率の成長が，1974年以降は鈍化していること
が窺われる。そこで，全国銀行勘定から看取される国際金融面での同質化傾向
は，この時点あたりに転換期があったとすることが許されるであろう。
（1）信託銀行産業の主要業務は信託勘定に表われ，銀行勘定はその補完的な色彩が強い。例えば，
　信託勘定での貸出の跳返りが，銀行勘定の預金残高へ影響するといったことなどが生じる。従ウ
　て，銀行勘定だけを取上げて，信託銀行の行動を観察することは危険である。
（2）第2表において，1973年と1977年の中小企業貸出残高が前年に比較して大きな伸びを示してい
　るのは，中小企業の範囲が1973年10月と1977年4月に改定された影響を反映したものである。
C3）ハーフィンダール指数は，ある産業の総売上高や総資産額などを1とし，この産業の各企業の
　　　　　　　　　　　　　　　　　n売上高や資産のシェアをS‘とした場合，Σ　S∫で示される。
　　　　　　　　　　　　　　　　　i＝！（4）金融機関の国際業務活動の水準を計るセこは，貸借対照表から得られる数値より損益計算書から
　得られるそれが，さらに適切と考えられる。しかし，国際業務活動から生じる収益について，公
　表された資料はきわめて数が少なく，しかも断片的である。
⑤　毎3月期と毎9月期の長期貸出構成比または短期貸出構成比をy，時間をxとして，単純回帰
　モデルyt＝a＋bXtを推定した結果は以下の通りである。
対象・期間（年・副n （? 副as t・　1　・・　w一
都市銀行・長期貸出構成比
1963／・－1973／・122レ・・61・726卜…　1・・279・1・173
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1974／3～1981／9 16P・5861・9311・・4・1　…765・卜823
地方銀行・長期貸出構成比
1963／・－1973／・i22レ892卜93・卜・ss　1　16・　323・レ161
1974／3～1981／9 16撃U47卜・・6卜・・6　1　ii…5・1・674
信託銀行・長期貸出構成比
1963／3～1972／319巨・38卜446卜2811・・7…卜267
1972／9～1981／9 19P－・325卜4911・・8・1－…47・レ713
長期信用銀行・短期貸出構成比
1963！3～1971／3 17戟E3g卜・36卜・51卜7541・249
1971／9～1981／921卜…　1・8211・・631・・344・1・323
　　　　注：tsへ＊印が付されている場合は，5％水準で有意である。
t（6＞xとyを，（Xt－Px・一・、）と（y・－Py・一、）へ変換して，新しい回帰式をあてはめる（Chatterjee，
　S．and　Price，　B．，“Regression　Analysis　by　Example，”1977，佐和隆光・加納　悟訳，　r回
　帰分析の実際』，1981年，訳書，pp．140－2）。
　　ただし，ここで，
　　　　　　　　　　　　　　s］　、、e、．1
　　　　　　　　　　　　　P＝11；2
　　　　　　　　　　　　　　　Σ　e，2－、　．
　　　　　　　　　　　　　　t＝2
・｛7）変換は多くの場合　ダービン・ワトソン比の改善をもたらしたが，同時に決定係数をかなり低
　下させた。また，係数の方向が第2図のグラフと矛盾する例が一つ生じた。
N　同質化の過程
　多様化（diversification）の研究へ重要な貢献をしたゴート（Michael　Gort）に
よれば，「多様化はある個別企業によって供給されている諸市場の異質性の増
大」，と定義されているω。この定義は，企業がそれまでと異質すなわち新しい
諸市場へ進出し，あるいは新しい諸製品を供給して，企業成長の新経路をたど
ることを意味する。また，多様化は産業組織の観点からすれぽ，市場に対する
・企業の新規参入であり（2），あるいは新市場の創設でもありえよう。そこで，同
質化を多様化との関連で論じるには，企業成長の視点と産業組織の視点がとも
に必要であろう。
　マリス（Robin　L．　Marris）に従えぽ，企業が成長を持続するセこは，「多様化に
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よる成長」を遂げるか，「合併による成長」を求めるかしなけれぽならず，後
老は前者の手段として用いられることすらあるとして，企業成長にとって多様
化が不可欠であることを強調する（3）。ペンローズ（Edith　T．　Penrose）は，企業
を経営資源の集積体とみなし，経営者の役割を高く評価する企業成長理論を樹
立した④。彼女はそのなかで，企業成長の手段として多様化を重視したが，マ
リスはその点をより明確にした。以下マリスによって，「多様化」概念を要約
する⑤。ただし，企業成長の動機については触れない。
　多様化のタイプを，「差別的多様化」，「部分模倣的多様化」，および「完全模
倣的多様化」の三つに分けるが，いずれの場合も当該の新製品（新サービスも含
める）をそれまで供給したことがないという意味で，多様化はそれを実行する
企業にとって新しい事態である。しかし，需要者側からすれぽ次で見るように，
常に新しい事態とは限らない。
　「差別的多様化」の場合，供給される新製品が好結果のうちに需要されるが，
この需要の成長によって生じる需要シフトの影響は，経済全体の既存の需要へ
薄く拡散され，任意の既存製品の需要へ感知される程の効果を及ぼさない。別
言すれぽ，市場で既存製品と競合的でない新製品を供給する多様化が，差別的
多様化であるといえよう。
　「完全模倣的多様化」の場合，供給される新製品への需要の成長は，他企業
が供給する既存製品への需要を侵食することによってのみ達成される。この新
製品は，多様化を行なう企業にとってこそ「新しい」が，需要者側からみれぽ
模倣された新製品であるから，仮に模倣が成功するとなれぽ，他企業はその模
倣新製品が供給されなかったとき期待しうる筈の需要を亨受できない。別言す
れば，市場で既存製品と十分に競合的な新製品を供給する多様化が，完全模倣
的多様化であるといえよう。
　多くの場合に多様化は，差別的な面と模倣的な面を合わせて持つから，この
タイプを「部分模倣的多様化」と名付ける。金融機関は多数生産物企業である
から，製品間の生産比率を変えることがあり，前節で見たように普通銀行が長
期貸出構成比を近年高めてぎたのはその一例である。マリスの定義によれぽ，
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多様化はある企業にとって新製品の供給と必ず関連しているが，われわれの目
的にとってこれだけでは不十分である。曖昧さを残すことになるが，企業が製
品グループー本稿の規定によれば産業分類における細分類と微分類の意味で
一の供給比率を，主製品以外の製品の供給を高める形で変化させるとき，そ
の行動を仮に「多様化の深化」と呼ぽう（6）。この概念は，模倣的多様化をアナ
ロジカルに用いたものであるから，究極的には当該企業が「深化」によって，
他企業が期待し得た筈の需要を奪うケースを考えている。
　金融機関の多様化のタイプは，どんなものが多いか検討してみよう。受信，
与信，為替は，金融機関の3大業務とされているが，紀元前十数世紀に早くも
バビロニアで，これら3大業務を営む銀行があったといわれる（7）。預金，貸付
・投資，内外為替は，世界各地各国で金融機関が長い歴史を持ちながら従事し
てきた業務分野である。売上高があまり大きくはならないと思われる周辺業務
分野を別として，3大業務分野一それは本稿でいう細分類または微分類の産
業分野を意味するが一では，差別的多様化が長い間にかなり行なわれてしま
ったため，更に行なわれる余地はあまりないのではなかろうか。金融サービス
が今後ますますエレクトロニクス化し，またハイブリッド型となるにしても，
金融サービスの基本型は，ほとんど出尽したのではなかろうか（8）。家電産業が
トースターやテレビなど既存製品と競合しない新製品を供給したように，金融
機関が非代替的な新製品によって差別的多様化を遂げる可能性は，きわめて低
いように思われる。そうなると，金融機関の多様化のタイプは，模倣的多様化
が主流となるであろう。前節で全国銀行勘定について，貸出期限，中小企業貸
出，および業務国際化の側面を観察して得た結果は，都市銀行など各銀行種別
グループが，差別的多様化ではなく模倣的多様化の変種である，「多様化の深
化」を行なったものと見てよいであろう。
　一般に多様化行動は，それまでにおける企業活動のさまざまな意味での隣接
分野へ向けられることが多いが，金融機関についてそのような行動の条件を具
体的に考えてみよう⑨。（1）長期信用銀行が短期金融業務へ進出する例を取ると，
彼等は既に設備資金供給へ習熟しており，長期金融技術を保有している。従っ
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て，彼等は新製品である短期金融に関して，「生産技術の共通性」という基盤
がある。（2）相互銀行が外国為替業務へ進出する例を取ると，彼等はこれによっ
て既存取引先のニーズに応えられる。従って，彼等は新製品である外国為替に
関して，「顧客の共通性」という基盤がある。（3）フル・バンキング・サービス
の提供を目指す金融機関の例を取ると，彼等はこれによって総合金融サービス
を供給して顧客を吸引することができる。従って，彼等はこのような多様化を
図る場合，「マーケティング上の有利性」という基盤がある。（4）これら三つの
条件によって，金融機関が多様化を目指す場合，それまでの業務活動の隣接分
野へ進出し易い理由がわかる。
　金融機関が多様化を追求する際，金融産業が典型的な規制産業であるため，
規制の緩和と撤廃がなけれぽ，多様化はきわめて小範囲に留まる。しかし規制
の緩和と撤廃には一定の限度があり，金融機関産業の範囲内での自由化である
ことが多い。仮に大胆な制度改革が行なわれるとしても，金融産業の範囲内と
いう大枠がはずされる訳ではなく，金融機関が進出しうる新産業分野または提
供しうる新製品の数は少ない。もともと，金融機関産業の範囲そのものが，通
常の産業概念で規定されるだけでなく，規制によっても線引きされているので
ある。
　それらの数少ない新産業分野で，参入障壁はどんな状態にあるであろうかaOl。
特許とノウ・ハウは，しぽしぽ参入障壁の一つとして挙げられる。しかし，か
つてのグルタミン酸ソーダやナイロソのように特許独占ないし技術独占による
参入障壁の例は，もともと金融機関産業において生じ難いであろう。国際金融
活動の面では，単純な外国為替業務を別として，ある程度の技術独占的な障壁
の存在が考えられるが，問題はむしろ国際金融市場へ参加しうる資金の量と質
であろう。また，エレクトロニック・バンキングの取入れや高度化も，技術の
問題というよりは，そうした多様化を図ろうとする金融機関の投資可能な資金
量の問題であろう。
　製品分化（差別化）と販売促進活動は，参入障壁の重要な一つである。製品
分化は，需要者が特定の供給者の製品を，他の供給者のほぼ同様の製品より強
82　明大商学論叢　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （660）
く選好するから成立するが，金融機関産業では特色ある製品の生産がかなり困
難である。仮に特色を盛込んだ製品分化が行なわれても，技術上の参入障壁が
低いため，分化が持続しうる寿命はきわめて短いであろう。従って，例えば自
動車産業に見られるような製品分化が金融機関産業で行なわれ，特定の金融機
関の供給する金融サービスが強く選好され，それが参入障壁となる可能性は低
いと考えられる。ただし，継続的な広告など販売促進活動による累積効果や伝
統的な名声などで，顧客側にブランド・ロイヤルティが生じることは，ある程
度まで否定できないであろう。
　法律と行政は，金融機関が多様化行動を進める際に，大きな制約条件となる。
種別毎の金融機関が供給しうるサービスの種類と内容は規制されており，新製
品を提供しようとする場合も，事前に規制当局の許可を必要とすることが多
い。最近の国際化や自由化の進展によって，規制の枠が幾分か緩まったとはい
え，金融機関の多様化行動に対する制限は引続き厳しい。
　企業成長は，他企業の犠牲によるか，経済全体の拡張によるか，あるいは前
二者の組合わせによるかである。現代経済は需要主導型でなく，経済成長率の
低下や企業収益率の鈍化が常態となる「低圧経済」である。企業は経済全体の
成長に僅かしか期待できず，他企業への需要を奪う成長政策を取らざるをえな
い場合があり，ただ受動的な経営では他企業から犠牲を強いられる危険すらあ
る。そのため，企業は多様化を図らねぽならず，金融機関にとっても事情は同
じである。
　ここまでで，「同質化」過程を取扱う準備が整ったから，なぜ「同質化」現
象が金融機関産業で現出するのか，その過程の定型化を試みてみよう。以下の
説明では，前出の諸条件が，以上で記したのとは逆の順序で述べられている。
　（1）低圧経済の下で企業成長を目指し，金融機関相互の競争は激しい。②競争
の主要な手段は多様化で，金融機関は差別型にせよ模倣型にせよ，あるいは深
化型にせよ，多様化行動をとることになる。（3）多様化の対象として金融機関が
進出しうる新産業分野で，技術的な制約は概して小さく，顧客側に若干のブラ
ンド・ロイヤルティがない訳ではないが，製品分化の程度はかなり低いから，
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政府規制を別とすれば，参入障壁は高くない。（4）ところが，金融機関産業が規
制産業であるため，金融機関の進出が認められる新産業分野の数は厳しく限定
される。（5）その結果，各金融機関とも同じような多様化方向を企業成長経路と
して選択することになり，行きつくところ必然的に「同質化」を招く。（6）一般
に多様化が，それまでにおける企業活動の隣接分野に向けられる事情は，同質
化現象の進行を助ける。（7）さらに，金融機関の多様化のタイプが，模倣型と深
化型になり易いという事情も，同質化現象を導くのにあずかっている。
　一般産業分野における企業成長について，「多様化」と「多角化」が用いら
れるのが普通で，「同質化」がほとんど用いられないのは何故であろうか。こ
こで金融機関の多様化を，3種類に分けて検討しようaD。（1）金融サービス生産
過程の垂直的な流れにおいて，幾つかの生産段階が異なる産業として区分可能
なとき，この生産過程内の隣接する産業分野への進出を，「垂直的多様化」と
考える。②金融機関が多様化するに当たって，非金融産業または証券産業およ
び保険産業の細分類ないし微分類分野へ進出するとき，コングロマリット的な
行動という意味で，これを「集成的多様化」と名付ける。（3）金融機関が金融機
関産業内部で，前出の垂直方向を除く細分類または微分類分野へ進出すると
き，これを「水平的多様化」と呼ぶ。
　製造業などの一般企業は，垂直的多様化を行なう余地がかなり大きい。しか
し，金融機関産業の生産過程は，産業として区分できるほど分割されている例
が少ないからa2），垂直的多様化の行なわれる可能性はほとんど無いといってよ
い。集成的多様化についてみると，一般企業は自由にこれを許され，例えぽ大
規模小売企業が消費者金融産業へ参入しているのに対して，金融機関は大蔵省
銀行局長通達の範囲内で，きわめて限定的な周辺業務を許されるだけである。
それゆえ，金融機関の多様化行動は，圧倒的に水平方向へ集中すると考えられ
る。ここでいう水平的多様化は，一般に「本業内多様化」と呼ぼれる行動に相
当するが，本業内多様化は関連多様化と非関連多様化より，利潤率も成長率も
高いとされるからa3），この事実は以上の推論とも合致する。水平的多様化が多
く用いられる結果は，上述した同質化現象の理由（1）～（7）と重なるため，金融
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機関産業界では「同質化」概念が好んで用いられるのであろう。
　さきに同質化現象を招く理由の一つとして，低圧経済の下における金融機関
相互の競争激化をあげたが，これは必ずしも正しくない。企業成長が多様化に
依存する以上，多様化は常に行なわれなくてはならず，企業にとって低圧経済
の場合は，特にそれが必要とされるだけである。ゴートは多様化が古い時期か
ら行なわれたことを示すため，ヤーコブ・フッガー2世（Jakob　Fugger皿）が
鉱山業，不動産業，銀行業，および貿易業へ進出した例を引いているaの。多様
化すなわち金融機関にとっての同質化は，緩急の差こそあれ常に進行すると見
てよいであろう。金融機関の歴史を振り返って見るとき，この考え方は間違っ
ていないように思われる。近年，低圧経済という経営環境，金融機関規制の自
由化，それに国際化の進展などといった理由が加わったため，同質化が関係者
間に強く意識されているに違いない。
（1）Gort，　Michael，“1）iversi．lication　and　lntegration　in　American　Economy，”1962，　p．8．
（2）今井賢一，r現代産業組織』，1976，　P．44．
（3）Marris，　Robin　L．，“The　Economic　Theory　of　Managerial　Cαpitalism，”1964，大川。
　森・沖田訳，r経営者資本主義の経済理論』，1971年，訳書，　p．121．
（4）　Penrose，　Edith　T．，‘‘The　Theory　of　the　Crowth　of　the　Firm，”1959，　In　foreword　by
　Martin　Slater，1980，末松玄六訳，　r会社成長の理論（第二版）』，1980・
（5）Marris，前掲訳書，　pp．111，122－3．
⑥　金融機関について為替産業を例にとれば，ある金融機関が内国為替業務を主とし，外国為替業
　務を従としている場合，後者の取扱量を増加させるとき，この概念を適用できる。しかし，両者
　の取扱量が接近してくると，この概念は曖昧となる。
（7）Dauphin－Meunier，　Acil，“Histoire　de　la　Banque，”1950，荒田・近沢訊r銀行の歴史』，
　1952，　pp　13－7．
（8）わが国の総合口座やアメリカのN（パV勘定，あるいはテレフォン・バンキングといわれる金
　融サービスなど，ハイブリッド型の金融商品は，今後ますます多出するであろう。しかし，それ
　らは要求払預金，有期預金，企業貸出，消費者ローンといった，金融サービスの基本型の組合わ
　せか，それにデータ通信技術を加えたものである。基本型レベルでの差別的多様化は，きわめて
　困難であると考えられる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
⑨　企業の多角化統合が，隣接分野について行なわれ易いという説明を，ここで準用する（今井賢
　一ほか，「価格理論皿」，r現代経済学』，1972年，　p．266）。
⑩　本稿は企業成長ないし多様化に関して，ペンローズ冒マリス流の考え方に依拠している。彼等
　の立論には，いわゆる規模の経済性の概念は含まれていないから，ここで参入障壁と規模の経済
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　性との関係にはあまり触れない。
　なお，以下の記述は，産業組織論の標準的テキストに依拠する（今井賢一ほか，前掲書，pp．
　157－93）o
aD以下3種類の区分は，垂直的統合，多角的統合，および水平的統合の概念を準用したものであ
　る（今井賢一ほか，前掲書，pp　256－71）。
q2）数少ない例として，金融債について長期信用銀行と普通銀行の間で，コール資金について一般
　金融機関と短資会社の間で，あるいは消費者金融について一般金融機関といわゆるサラ金との間
　で，生産過程の垂直な流れが分割されていると見ることができよう。
q3）今井賢一，前掲書，　p．48．
a4　Gort，　MichaeL前掲書，　p．3・
V　残された問題
　本稿のタイトルへ「試論」と付した理由は，ここで展開された分析方法に不
十分な諸点が含まれているからである。別の機会に改善されることを期して，
以下でそれらを説明しておこう。
　第一の問題は，われわれの分析に必要な資料についてである。同質化は産業
間に係わる問題であるから，その指標は各種金融機関すべてにわたる資料を含
んだものでなけれぽならない。しかし，そのような資料が入手できなかったこ
とは既に述べた。金融機関産業の細分類および微分類レベルで，そのような資
料があるとすれぽ収集すること，あるいは既存の部分的資料を有意味に合成す
ること，これらが本稿主題のより進んだ分析にとって出発点となろう。
　第二の問題は，同質性の測定についてである。本稿第皿節では，微分類レベ
ルの産業分野における三つの指標を，それぞれ別箇に観察ないし計測した上で
解釈し，それらを総合して同質性の有無を判定した。その結果，判定は恣意的
であるとの批判を免れない。これを改善する方法は，恐らく計量的な実証に求
められるであろう。
　金融機関の同質性とは，結局のところ金融機関のアウトプットの同質性に外
ならない。ところが，金融機関のアウトプットをいかなる変数で表わすかは，
きわめて難解な問題であるからω，同質性を示す変数を見出すことも同様に難
しい。それにも拘らず，同質性の実証は次のようになるであろう。金融機関の
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アウトプットを表わすなんらかの被説明変数y，を定め，また，なんらかの説
明変tw　Xl、，　X　2，　X，3，……を取上げ，下式を推定する（iは個別の金融機関また
は種別毎の金融機関全体を示す）。
　　　　Y、＝aio十a、1Xi1十a‘2X、2十ai3X、3十……
　上の回帰モデルから推定された，パラfターaio，　ai、，　a・2，　ai3，……と，決
定係tw　R2，および符号条件により，個別金融機関の相互間，あるいは種別金
融機関全体の相互間で，同質性を判定する可能性が考えられる。例えぽ，金融
機関の収益の時系列Y、と，その収益を生むことになった諸費用の時系列X，、，
Xi2，　x，、，……で，回帰モデルを構築しパラメターを推定するという意味であ
る。仮にこれが可能であれば，同質性の恣意的な判定は回避されるであろう。
　第三の問題は，金融機関行動の異質性についてである。金融機関行動の同質
性のみによる把握が片手落ちであることは，既に第1節で述べた。同質化現象
の進行が，やがて「完全同質化」へ収敏すると見るのは行過ぎである。金融機
関は個別としても種別としても，それらの規模と顧客層の内容と店舗の地理的
分布を異にしているのであるから，現実の彼等の行動は同質化と異質化のミッ
クスであろう。第皿節で見た通り，普通銀行は短期貸出を主製品としながら，
長期貸出によって多様化を進めたのであり，長期信用銀行はその逆のことを行
なったのであって，ここに同質性と異質性のミックスを見ることができる。従
nて，異質性は同質性のいわぽ対として，観察ないし計測されるべきであろう。
上で示した同質性を測定する回帰モデルが開発されれぽ，それは異質性の測定
にも利用できることになる。
　第四の問題は，同質化現象の区分についてである。仮にすべての金融機関が，
可能な全方向へ多様化するとした場合，同質化は「完全同質化」への過程とい
うことになる。ある金融機関が新産業分野へ参入する際には，その新製品に対
して必要最小規模の需要が確保されなけれぽならない。ところが，すべての金
融機関へこの条件が満たされることはなく，現実の金融機関産業はいわゆる
「棲み分け」をある程度まで進めながら同質化している。だから，ある分野ない
しレベルでの同質化と，全般的な同質化とは，区分して取扱う必要があろう。
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　第五の問題は，金融サービス需要に関連してである。本稿で同質化は，金融
サービスの供給者である金融機関側からのみ取扱った。しかし，現実の金融機
関市場では，需要者側の同質化と呼んでもよい現象が生起している。中小企業
や消費者が，容易に大規模金融機関と取引しているし，地場産業の企業も外国
為替取引の必要度が高まっているし，資金調達について大規模借手だけでなく
中規模借手ですら，金融機関市場，証券市場，および国際金融市場ないし外国
資金市場のいずれかを選択する自由が拡大されている。消費者が一店舗で多
種類の商品を一度に購入することを，ワンストップ・ショッピング（one－stop
shopping）といい，これを金融サービスの購入へ転用して，ワンストップ・バ
ンキング（one－stop　banking）が概念されている。ワンストップ・ショッピング
は多角化商品計画（scrambled　merchandising）によって可能となるが〔2），ワンス
トップ・バソキングも金融サービス商品の多角的な品揃えで可能となり，需要
者側の多くがこの方向を支持しているように思われる。こうした需要者側にお
ける変化の実態は，同質化聞題へ接近するとき，無視されてはならないであろ
う。
　最後に第六の問題は，同質化行動の定式化についてである。ペソローズは，
多様化と合併をつうずる企業成長理論を展開したが，企業の行動様式を定式化
しなかった。それを定式化したのはマリスで，彼は企業成長を多様化の視点か
ら分析し，その動態的制約を需要と資金の両者へ求めた。同質化の過程を，マ
リスの多様化理論のバリエーションとして理解するのであれぽ，そQ論理はや
はり定式化されるべきであろう。（本稿は，昭和52・3・4年度の文部省科学研究費補
助金を受けた，「転換期におけるわが国ビッグビジネスの行動様式に関する総合的研究：
一般研究（B），代表者，原　正彦教授（明治大学）」の成果の一部である。）
（1）高木　仁，「銀行市場研究への一視点一規模の経済をめぐって一」，r明大商学論叢』，第54
　巻，第5号，1971年6月，pp．83－102．
（2）　Kotler　Philip，‘‘Marketing　Management’Anatysis，　Plannin8，　and　Control，”　1967，
　pp．　31，　33－4．
